
高第１８１号 

令和６年５月１０日 

各介護老人保健施設運営法人代表者 

各介護医療院運営法人代表者      様 

（岐阜市所管の施設を除く。） 

 

岐阜県健康福祉部高齢福祉課長 

 

介護老人保健施設及び介護医療院に係る訪問リハビリテーション事業所の 

みなし指定について 

 

平素より、県の福祉施策の推進にご理解とご協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

さて、標記のことについては、令和６年度介護報酬改定等に係る集団指導（Ｗｅｂ開催、

施設系・居住系サービス編）においてご説明しているところですが、下記のとおりみなし指

定に係る経過措置等についてお知らせしますので、ご確認の上、適切に対応いただきますよ

うお願いします。 

記 

 

１ 訪問リハビリテーション事業所（介護予防を含む。）のみなし指定 

  令和６年６月１日から介護老人保健施設及び介護医療院の開設許可があったときは、

これまでの通所リハビリテーション事業所に加え、訪問リハビリテーション事業所の指

定があったものとみなされます。（介護保険法第７２条第１項、第１１５条の１１、介護

保険法施行規則第１２８条、第１４０条の１９） 

 

２ みなし指定に係る経過措置等 

（１）現在、訪問リハビリテーション事業所の指定を受けていない介護老人保健施設及び介

護医療院の場合 

令和６年６月１日に訪問リハビリテーション事業所の指定があったものとみなされ

ます。なお、訪問リハビリテーション事業の実施にあたっては、「運営規程」、「従業者

の勤務の体制及び勤務形態一覧表（勤務表）」等を整備するとともに、「介護給付費の算

定に係る体制等に関する届出書（体制届）」を所管県事務所等に提出してください。 

また、訪問リハビリテーション事業所のみなし指定を不要とする場合は、令和６年５

月３１日（金）までに、別紙の「指定を不要とする旨の届出書」を所管県事務所等に提

出（従来型、ユニット型は別々に提出のこと。以下同じ。）してください。（指定居宅サ

ービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等の一部を改正する省令（令和６年

１月２５日付け厚生労働省令第１６号。以下「改正省令」という。）附則第７条第１項） 



（２）現在、既に訪問リハビリテーション事業所の指定を受けている介護老人保健施設及び

介護医療院の場合 

当該訪問リハビリテーション事業所の指定の有効期間の満了の日の翌日に訪問リハ

ビリテーション事業所の指定があったものとみなされます。なお、みなし指定日以降の

訪問リハビリテーション事業所の事業所番号については、原則として、介護老人保健施

設及び介護医療院の事業所番号と同一のものに変更となりますので、あらかじめご承

知ください。（みなし指定後も現在と同じ訪問リハビリテーション事業所の事業所番号

を希望される場合は、別途、所管県事務所等へご相談ください。）（改正省令附則第７条

第３項） 

   また、訪問リハビリテーション事業所のみなし指定を不要とする場合は、訪問リハビ

リテーション事業所の指定の有効期間の満了の日までに、別紙の「指定を不要とする旨

の届出書」を所管県事務所等に提出してください。 

 

区分 みなし指定日 留意事項等 

訪問リハの 

指定なし 

令和６年６月１日 ○みなし指定により訪問リハを実施する場合 

 運営規程、勤務表等を整備するとともに、体制

届を所管県事務所等へ提出 

○訪問リハのみなし指定を不要とする場合 

 令和６年５月31日までに所管県事務所等に「指

定を不要とする旨の届出書」を提出 

訪問リハの 

指定あり 

現指定の有効期間 

の満了日の翌日 

○みなし指定により訪問リハを実施する場合 

・訪問リハの更新申請 

  みなし指定への移行により不要 

・訪問リハの事業所番号 

  原則、老健・介護医療院の事業所番号に変更 

○訪問リハのみなし指定を不要とする場合 

 訪問リハビリテーション事業所の指定の有効

期間の満了の日までに所管県事務所等に「指定

を不要とする旨の届出書」を提出 
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